
○要介護度別にみた受給者数の割合及び費用額について
【全国平均】

25

【全国平均に近い保険者】

26



【７５歳以上高齢者の認定率が３５％前後（全国平均より５ポイント高い）の保険者】
・ 認定率が高い保険者で、軽度者の居宅サービス利用が大きく保険料水準が高い例

27

・ 認定率が高い保険者で、重度者の居宅サービス利用が大きく保険料水準が高い例

28



【７５歳以上高齢者の認定率が３０％前後（全国平均並）の保険者】
・ 認定率が全国平均に近い保険者で、重度者の施設利用が大きく保険料水準が高い例

29

・ 認定率が全国平均に近い保険者で、重度者の居宅・施設利用が小さく保険料水準が低い例

30



【７５歳以上高齢者の認定率が２０％前後（全国平均より１０ポイント低い）の保険者】
・ 認定率が低い保険者で、重度者の施設利用が大きく保険料水準が全国平均値に近い例
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・ 認定率が低い保険者で、居宅サービスの利用が小さく保険料水準が低い例

32



４ 日常生活圏域ニーズ調査

33

日常生活圏域ニーズ調査
（郵送＋未回収者への訪問による調査）

介護保険事業（支援）計画

これまでの主な記載事項
○ 圏域の設定

○ 介護サービスの種類ごとの見込み

○ 施設の必要利用定員

○ 地域支援事業（市町村）

○ 介護人材の確保策（都道府県）など

地域の実情を踏まえて記載する新たな内容（第５期より）

○ 認知症支援策の充実

○ 医療との連携

○ 高齢者の居住に係る施策との連携

○ 見守りや配食などの多様な生活支援サービス

調査項目（例）

○身体機能・日常生活機能

（ADL・IADL）

○住まいの状況

○認知症状

○疾病状況

日常生活圏域ニーズ調査について

○ 第５期計画より、市町村において日常生活圏域ニーズ調査を実施し、不足している施策やサービス等を

分析して計画策定に活用している。

・ どの圏域に

・ どのようなニーズをもった高齢者が

・ どの程度生活しているのか
地域の課題や

必要となるサービス

を把握・分析
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日常生活圏域ニーズ調査の目的

日常生活圏域ニー
ズ調査による高齢
者の状況の把握

・ ADL、IADLの状況
・孤立、転倒、認知症等の
リスク要因
・世帯状況、経済状況など

日常生活圏域ごとの
地域診断

日常生活圏域ごとの
サービス目標設定
事業目標設定

生活支
援ソフト

日常生活圏域ニーズ
調査の調査票ひな型

・地域の抱える課題、リスク
の抽出

調査対象高齢者
個人の生活上の課題、

リスクの把握

個人結果
アドバイス
票ひな型

個々の高齢者への
アドバイス

各種活動による
高齢者のフォロー

・個人結果のフィードバック

と生活上の留意点などの
アドバイス・要介護リスクや生活支援

ニーズを有する高齢者の
台帳の作成

・介護予防事業、地域支援
事業への誘導
・見守り・訪問などの実施

・認知症など顕在化してい

なかったニーズも含めた介
護サービスの目標設定
・地域の抱える課題に対応

した効果的な介護予防事
業、地域支援事業、イン
フォーマルな支援の立案地域の

実践力

地域包括支援
センターや
地域ケア会議

【支援ツール】

【支援ツール】

【支援ツール】
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家族や生活状況について (13問)問１

運動・閉じこもりについて(10問)問２

転倒について (5問)問３

口腔・栄養について (14問)問４

物忘れについて (6問)問５

日常生活について (19問)問６

社会参加について (15問)問７

健康について (14問)問８

日常生活圏域ニーズ調査
（９６問） 生活機能判定の要素

①基本チェックリスト（２５問）

②ＡＤＬ （１１問）[ﾊﾞｰｾﾙｲﾝﾃﾞｯｸｽの評価方法]

③ＩＡＤＬ （５問）[老研式活動能力指標]

④知的能動性（４問）[老研式活動能力指標]

⑥認知機能 （４問）[ＣＰＳに準じた設問]

⑦転倒リスク（５問）[簡易式転倒チェックシート]

○ 虚弱 ○ 運動器の機能向上

○ 栄養改善 ○ 口腔機能の向上

○ 閉じこもり予防・支援

○ 認知症予防・支援 ○ うつ予防・支援

⑤社会的役割（４問）[老研式活動能力指標]

[ ]はベースとなった指標。
上記の他は、家族や生活、健康等に関する設問。

郵送＋未回収者への訪問による調査

第６期の日常生活圏域ニーズ調査の構成
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• 修正・追加項目のように、地域組織との係わりや助け合い（心配事など情緒的サポート、
看病など手段的サポート）を細かく聞くと、要介護認定率との相関が見られました。

• まちづくりによる介護予防の参考になります。

より細かく聞くと、要介護認定率との相関が認められた
（厚生労働科学研究費補助金「介護保険の総合的政策評価ベンチマーク・システムの開発」研究成果より）

第６期ニーズ調査追加項目と要介護認定率

第６期ニーズ調査追加項目のポイント① ～社会参加～

37

第６期ニーズ調査追加項目のポイント② ～日常生活支援～

問４ 口腔・栄養について

Ｑ９ 1日の食事の回数は何回で
すか

１．朝昼晩の３食 ２．朝晩の２食 ３．朝昼の２食
４．昼晩の２食 ５．１食 ６．その他

Ｑ１０ 食事を抜くことがあります
か

１．毎日ある ２．週に何度かある ３．月に何度かある
４．ほとんどない

Ｑ１１ 自分一人でなく、どなたか
と食事をともにする機会は
ありますか

１．毎日ある ２．週に何度かある ３．月に何度かある
４．年に何度かある ５．ほとんどない

Ｑ１１－１ 食事をともにする人はどな
たですか

１．家族 ２．近所の人や友人
３．デイサービスの仲間 ４．その他

問６ 日常生活について

Ｑ２－１ 日用品の買物をする人は
主にどなたですか

１．同居の家族 ２．別居の家族 ３．ヘルパー
４．配達を依頼 ５．その他

Ｑ３－１ 食事の用意をする人は主
にどなたですか

１．同居の家族 ２．別居の家族 ３．ヘルパー
４．配食サービス利用 ５．その他

栄養改善を目的とした配食、買い物支援といった日常生活支援に係る調査項目の追加
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介護保険事業計画の策定プロセスと支援ツール

介護サービスの給付状況の分
析（全国や他自治体との比較
等）

事業者参入意向調査

要介護者数

要介護度別のサービス状況

将来推計（素案）

市町村
計画策定委員会

利用率

介護サービス提供能力調査

介護サービス利用意向調査

介護政策
評価支援

システム

給付実績の
把握・分析

第４期までの計画策定の
ための調査手法

第５期に新たに導入した
調査手法

日常生活圏域
ニーズ調査

その地域に住む高齢者の状態像を
基礎に、地域の課題・ニーズや必
要となるサービス等を把握・分析

反映
生活支援
ソフト

サービス
見込み量
ワーク
シート

《支援ツール》

計画策定の
ための

基礎調査

サービス見
込み量の算
出と関係者
への説明

調査票（ひ
な型）

どのような保険料水
準でどのようなサー
ビス水準を目指すの
かの判断と合意形
成、認識の共有
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「地域包括ケア」を実現できる介護保険事業計画のあり方

マクロ
計画 サービス目標 基盤整備

ミクロ
個々のケアマネジメント 重度化防止 予防

地域ケア会議

サービス

事業者との
情報共有

地域診断を通じた地域の課題の把握

ケースカンファレンス、スーパーバイズ

ニーズと現存サービスの
ミスマッチ解消のための

基盤整備

地域課題に対応する
保険給付外の
支援の構築
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※地域ケア会議の参加者や規模は、検討内容によって異なる。

「地域ケア会議」の５つの機能

個別課題

解決機能

地域課題

発見機能

ネットワーク

構築機能

地域づくり・

資源開発
機能

政策

形成
機能

■自立支援に資するケアマネジメントの支援
■支援困難事例等に関する相談・助言
※自立支援に資するケアマネジメントとサービス提供
の最適な手法を蓄積

※参加者の資質向上と関係職種の連携促進
→サービス担当者会議の充実

■潜在ニーズの顕在化
・サービス資源に関する課題
・ケア提供者の質に関する課題
・利用者、住民等の課題 等
■顕在ニーズ相互の関連づけ

■地域包括支援ネットワークの構築
■自立支援に資するケアマネジメント
の普及と関係者の共通認識
■住民との情報共有
■課題の優先度の判断
■連携・協働の準備と調整

市町村・地域全体で開催

日常生活圏域ごとに開催

個別事例ごとに開催

個別ケースの検討 地域課題の検討

個別事例の課題解決を
蓄積することにより、
地域課題が明らかになり、普
遍化に役立つ

地域の関係者の連携を強化するとともに、
住民ニーズとケア資源の現状を共有し、
市町村レベルの対策を協議する

検討結果が個別支援に
フィードバックされる

市町村レベルの検討が円滑に進む
よう、圏域内の課題を整理する

自助・互助・共助・公
助を組み合わせた地
域のケア体制を整備

自助・互助・共助・公
助を組み合わせた地
域のケア体制を整備

地域包括

ケアシステムの実
現による

地域住民の
安心・安全と
ＱＯＬ向上

機
能

具
体
的
内
容

規
模
・
範
囲
・
構
造

■有効な課題解決方法の確立と普遍化
■関係機関の役割分担
■社会資源の調整
■新たな資源開発の検討、地域づくり

■需要に見合ったサービスの基盤整備
■事業化、施策化
■介護保険事業計画等への位置づけ
■国・都道府県への提案
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○地域資源の発掘

○地域リーダー発掘

○住民互助の発掘

市町村における地域包括ケアシステム構築のプロセス（概念図）

地域の課題の把握と

社会資源の発掘

地域の関係者による
対応策の検討

対応策の

決定・実行

地域ケア会議の実施

地域包括支援センター等で個
別事例の検討を通じ地域の

ニーズや社会資源を把握

※ 地域包括支援センター

では総合相談も実施。

日常生活圏域ニーズ調査等

介護保険事業計画の策定のため
日常生活圏域ニーズ調査を実施

し、地域の実態を把握

医療・介護情報の
「見える化」
（随時）

他市町村との比較検討

ＰＤＣＡサイクル

量
的
・
質
的
分
析

■都道府県との連携

（医療・居住等）

■関連計画との調整
・医療計画
・居住安定確保計画
・市町村の関連計画 等

■住民参画
・住民会議
・セミナー
・パブリックコメント等

■関連施策との調整
・障害、児童、難病施策等
の調整

事
業
化
・
施
策
化
協
議

■介護サービス
・地域ニーズに応じた在宅
サービスや施設のバラン
スのとれた基盤整備

・将来の高齢化や利用者数
見通しに基づく必要量

■医療・介護連携
・地域包括支援センターの
体制整備（在宅医療・介
護の連携）

・医療関係団体等との連携

■住まい
・サービス付き高齢者向け
住宅等の整備

・住宅施策と連携した居住
確保

■生活支援／介護予防
・自助（民間活力）、互助
（ボランティア）等によ
る実施

・社会参加の促進による介
護予防

・地域の実情に応じた事業
実施

■人材育成［都道府県が主体］
・専門職の資質向上
・介護職の処遇改善

■地域課題の共有
・保健、医療、福祉、地
域の関係者等の協働に
よる個別支援の充実

・地域の共通課題や好取

組の共有
■年間事業計画への反映

具
体
策
の
検
討

社会資源

課 題 介護保険事業計画の策定等

地域ケア会議 等
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□高齢者のニーズ

□住民・地域の課題

□社会資源の課題
・介護

・医療
・住まい
・予防

・生活支援

□支援者の課題
・専門職の数、資質
・連携、ﾈｯﾄﾜｰｸ



取組み事例一覧

保険者名 取組みの概要

北海道小樽市
要介護認定者数の推計に反映

二次予防事業への参加勧誘などハイリスク高齢者へのアプローチに活用

栃木県日光市 日常生活圏域の見直し、地域密着型サービスの充実に活用

埼玉県和光市
高齢者個人の状態像と地域の課題を把握するための材料として活用し、要介護
認定者数やサービス見込量の推計に反映

保険者の事業運営方針決定の基礎資料とした

千葉県松戸市 要介護認定者数及びサービス見込量の推計に反映

東京都中野区 要介護認定者数の推計に反映

東京都荒川区
地域密着型サービスの充実、相談窓口体制の充実に活用

給付の現状に着目し、地域ケア会議、介護予防、医療との連携体制の強化

新潟県長岡市 日常生活圏域ごとの課題分析による介護予防事業の企画への活用

福井県南越前町 ハイリスク高齢者への個別訪問の充実、介護予防事業の充実に活用

福岡県行橋市 地域包括支援センターを再構築し、介護予防事業などの充実に活用

福岡県介護保険広域連合 要介護認定者数の推計に反映

長崎県長崎市 地域支援事業等に反映
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５ 調査結果の分析支援
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①介護保険総合データベースを活用した調査結果の「見える化」（分析支援）について

１ 目的

日常生活圏域ニーズ調査の結果を介護保険総合データベースに任意で送付することにより、
従来、保険者の中の圏域間でしか比較できなかった調査結果について、送付した保険者間での
比較を可能とし、保険者が実施するニーズ調査の結果分析を支援することを目的とする。

２ 「見える化」できる条件、調査結果の送付時期と送付先

調査対象者は、要介護認定の有無は問わず、今回、国で示した第６期の調査票例であれば、
一部でも対応可能です。詳細は、老人保健課資料「平成２５年度の試行的「見える化」事業につ
いて」を参照してください。
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３ 調査結果の送付に当たり、生活支援ソフトを利用する保険者に関する留意事項
（１） 現在、改修中の「生活支援ソフト」に介護保険総合データベース送付用のＣＳＶファイルを
出力できる機能を付加します。
これにより、送付用に出力された２種類のＣＳＶファイル（介護保険総合データベース送信
用回答ファイル及び同評価結果ファイル）について、当局老人保健課から別途配布される
「予防情報送信ソフト」を必ず利用してインターネット回線を用いて送信してください。

（２）調査結果については、「生活支援ソフト」における入力方法
※
の通り入力してください。

※ については、詳細は「生活支援ソフト」の操作マニュアルを参照してください。

４ 連絡先
○ ニーズ調査、生活支援ソフトに関すること 介護保険計画課 計画係
○ 平成２５年度の試行的「見える化」事業に関すること 老人保健課 認定係

②地域診断のための日常生活圏域ニーズ調査結果の
保険者・地域間比較分析に係る支援について

２ 背景とねらい

第５期ニーズ調査で、保険者は日常生活圏域別のニーズを把握しましたが、他の保険者との比較は
できませんでした。

当センターは、厚生労働省の指定研究により、多保険者・地域間で地域診断のためのベンチマーク（数
値指標による比較）・システムを開発し、2010,11年度調査データで31自治体を比較した結果、保険者・地
域間で転倒歴など要介護リスクに約３倍の差があることが判明しました。

○ 国が示すニーズ調査票を変更せず、当センターが指定するフォーマットのデータを

ご提出いただけば主な項目の結果をフィードバックします。

（本センターが配布するソフトで個人情報を暗号化、

または削除後にデータをご提出ください）

○ 高齢者の状態像と住民のつながりの「見える化」で

根拠に基づく第6期介護事業計画の策定や高齢者が
健康に暮らせる街づくりを支援します。

１ 提案及び実施主体

日本福祉大学 健康社会研究センター，日本老年学的評価研究（JAGES）プロジェクト
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３ ベンチマーク結果はインターネット上と地域診断書でフィードバック（イメージ）

• 各保険者・地域の要介護リスク者割合・組織参加割合など主な項目について，他に比べた多（少な）さに基づいた課
題設定ができます。 ※ベンチマークは、自動的に保険料賦課を算出するものではありません．

他市町村と比較し
た当該自治体の
相対的位置が表
示されます

各市町村の相対的位
置を色で表示

自治間比較
市町村名は記号で

表示

赤色：
上位20％以内

黄色：

中位40-60％

緑色：

下位20％以内

リスク者割合などを前・後期高齢者別で比較

地域診断書

地域診断書
（イメージ）
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• 研究協定：データ提供に先立ち研究協定を締結します。

• 調査方法：要介護認定を受けていない第1号被保険者全数または無作為抽出サンプル。要介護認
定を受けた高齢者も対象とした場合、それを削除したデータを提出。

• サンプル数：分析単位（例えば小学校区）すべてで、前・後期高齢者それぞれのサンプル数が50人
以上必要（50人未満の地区は表示しません）。

－ 校区より小さな町内会レベルなどでの小区分析を希望される場合には、前・後期高齢

者それぞれ50人以上必要です。回収率50％なら1区あたり200人程度の調査が必要。
• 提出方法：2013年秋から開設されるデータ提出サイトからCSV形式で提出。

－ 指定されたフォーマットになっていない場合は集計できません

－ 保険者の独自項目は削除後に提出して下さい

• 提出情報（調査項目）

－ 当センターが配付するソフトで暗号化された被保険者番号または任意のID・年齢・性別
－ 地区情報：自治体番号・生活圏域番号（分析単位により小学校区番号・町内会番号）

などの地区情報

－ 国が示すニーズ調査項目（変更していないことが条件になります）

• 締切：第1回締切：2014年1月15日
⇒2014年4月中に中間報告書

第2回締切：2014年4月末日
⇒2014年7月中に中間報告書をお返しします

両者を合わせた最終報告書は秋にお返しする予定です

詳しくは日本福祉大学健康社会研究センター http://cws.umin.jp/ 052-242-3074 ベンチマーク係まで

４ ベンチマーク（数値指標による比較）分析のためのデータ提出方法
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